
リサイクル対策に関する政策評価
～循環型社会の形成を目指して～

＜評価の結果及び意見の通知＞

平成19年８月10日

【ポイント】

○ 循環型社会の形成に関する政策についての初めて総合的評価。市町村の廃棄物処理の取組みについて大規模な調査

○ 循環型社会形成推進基本計画に定めるマクロ目標については達成に向け進展しつつあるが、個々の分野では様々な課題

○ 主な意見：循環型社会形成推進基本計画の見直しに際しての評価指標の追加（本資料Ｐ２、３）、一般廃棄物の発生抑制（Ｐ４）、

循環資源の効率的な分別収集・再生利用の確保（Ｐ５）、環境負荷の大きい一般廃棄物の適正な処理システムの確立

（Ｐ６）など

○ 平成19年８月10日、全府省に通知



循環型社会の形成に関する９法律(注)及び循環型社会形成推進基本計画(平成15年

閣議決定。以下「循環基本計画」という。)に基づき、総合的かつ計画的に推進する

こととされている政策（循環型社会形成推進政策）

(注)･循環型社会形成推進基本法（循環基本法）

･廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）

･資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）

･容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）

･特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

･食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）

･建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）

･使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）

･国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）

評価の対象

○ 全府省

○ 27都道府県

○ 565市区町村、196関係団体・事業者

調査対象機関に対する実地調査（平成18年４

月～７月）及び関連資料の収集等により、目標

の達成度合い及び各種指標の時系列変化等を分

析

また、市町村のごみ処理事業を対象に費用分

析（ごみ処理量１ｔ当たりごみ処理費用及び資

源化量１ｔ当たり資源化費用）

１

(注) 環境負荷とは、人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の

支障の原因となるおそれのあるもの

循環型社会形成推進政策について、関係行政機
関による各種施策がどのような効果を上げている
かなどの総合的な観点から評価

評価の観点

廃棄物等の発生抑制
（リデュース）

循環資源の再使用
（リユース）

循環資源の再生利用
（リサイクル）

廃棄物の適正処分

天然資源の消費抑制 環境負荷の低減（注）

調査の対象

各種施策の取組

政策効果の発現

政策効果の把握手法

政策のスキーム

○ 大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社会

活動により、廃棄物の最終処分場のひっ迫や環

境問題が発生

○ 天然資源の消費抑制、環境負荷が低減される

循環型社会の形成が課題

背 景
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○ 平成22年度の資源生産性（天然資源等投入量１ｔ当たりの実質ＧＤＰ額）を平成12年度比でおおむね４割向上
（平成12年度：28.1万円／ｔ → 平成22年度：約39万円／ｔ）

① 天然資源の消費抑制

‹天然資源等投入量の経年推移›

目 標

○ 資源生産性はＧＤＰの増加及び天然資源等投入量の減少により向上（平成16年度：33.6万円／ｔ、平成12年度比で19.6％上昇）し
ており、これまでのところ一定の効果が発現（評価書P12）

○ しかし、天然資源等投入量を種類別にみると、土石系資源は大幅に減少しているが、自然界での再生が不可能な化石燃料系資源及
び金属系資源は、近年、増加傾向を示し、使用量の抑制が進展していない（P12～13）

現 状

（単位：万ｔ）

‹資源生産性の経年推移及び将来推計（当省推計）›

○ 関係府省は、新たに設定すべき指標として化石燃料系資源及び金属系資源の投入量に係る指標等を検討し、これを踏まえ、循環基

本計画を見直すこと

当省の意見
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○ 平成22年度の廃棄物の最終処分量(埋立量)を平成12年度比でおおむね半減（平成12年度：5,551万ｔ → 平成22年度：約2,800万ｔ）

② 環境負荷の低減

‹最終処分量の経年推移及び将来推計（当省推計）›

○ 廃棄物の最終処分量（埋立量）は、再生利用の進展により年々減少（平成16年度：3,392万ｔ、平成12年度比で38.9％減少）してお

り、これまでのところ一定の効果が発現（評価書P16～17）

ただし、近年、廃棄物の排出量は増加（平成14年度：44,743万ｔ → 平成16年度：47,054万ｔ）に転じ、また、今後、昭和40年代
以降の建築物が建て替え時期を迎え、建設廃棄物の排出量の増加（平成17年度：7,700万ｔ → 平成32年度：10,265万ｔ）が予測され
ていることに留意が必要（P17、155～156）

○ 一方、平成17年度における廃棄物の処理(焼却、埋立て等)に起因する温室効果ガスの排出量は、平成２年比で29.5％と大幅に増加
（P18～19）

目 標

現 状

‹廃棄物の処理に起因する温室効果ガスの排出量の経年推移›

○ 関係府省は、循環型社会づくりの取組と脱温暖化社会づくりの取組を一体的に推進していくため、新たに設定すべき指標として廃
棄物の処理に起因する温室効果ガスの排出量に係る指標等を検討し、これを踏まえ、循環基本計画を見直すこと

当省の意見
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○ 一般廃棄物の排出量は、目標未達成の状態で横ばい（平成17年度：5,273万ｔ）となっており、発生抑制の効果は不十分（評価書P40

～41）

○ 市町村の中には、ごみ処理の有料化を含め、多様な施策を組み合わせて、ごみの減量に成果を上げている例がみられる（P43～44）

③ 一般廃棄物の発生抑制

現 状

○ 平成17年度の一般廃棄物の排出量を平成９年度比で約４％削減（平成９年度：5,310万ｔ → 平成17年度：5,100万ｔ）

目 標

‹市町村による家庭系ごみ減量化施策と１人１日当たりの

家庭系ごみの減量効果（平成18年当省調査）›
‹一般廃棄物の排出量の経年推移及び将来推計（当省推計）›

○ 関係府省は、地方公共団体による有効な取組事例を収集・分析し、関係者に積極的に情報提供を行うとともに、国民の意識向上及び

行動の促進を図るための普及・啓発を推進すること

当省の意見

調査対象：202市町村
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○ 資源有効利用促進法の指定再利用促進製品や容器包装リサイクル法の再商品化義務の対象品目であるにもかかわらず、相当部分が分

別収集･再生利用されることなく焼却や直接埋立等により廃棄されている品目がある（評価書P84～86､107～108､品目ごとの現況は下図のと

おり）

④ 循環資源の効率的な分別収集・再生利用の確保

○ 関係府省は、関係法令の枠組みを活用すること等※により、効率的な分別収集・再生利用を確保すること

‹容器包装廃棄物の再商品化の現況（平成16年度）（当省推計）›‹市区町村による指定再利用促進製品の再資源化の現況（平成18年当省調査）›

当省の意見

ガラスびん 紙製容器包装

ペットボトル プラスチック製容器包装

■分別収集されていない量 ■分別収集ののち再商品化されている量

■分別収集ののち再商品化されていない量

現 状

排出量

1,410,466ｔ
783,672ｔ
(55.6％)

569,457ｔ
(42.3％)

30,337ｔ
(2.2％)

排出量

1,537,872ｔ

59,668ｔ
(3.9％)

1,468,675ｔ
(95.5％)

9,529ｔ
(0.6％)

排出量

2,942,699ｔ

455,487ｔ
(15.5％)

2,471,211ｔ
(84.0％)

16 001ｔ
(0.5％)

調査対象：565市区町村

排出量

496,577ｔ
231,377ｔ
(46.6％)

258,108ｔ
(52.0％)

7,092ｔ
(1.4％)

(注) 上記品目は、指定再利用促進製品として密閉形蓄電池の取り外しの容易化等に取り組むことが

求められているもの

※ 容器包装リサイクル法に基づく広報活動や分別収集、廃棄物処理法に基づく広域認定など
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○ 一般廃棄物については、廃棄物処理法に基づき、市町村に処理（収集・運搬・処分）の責任があるが、危険性、有害性等を理由

に、調査対象市区町村の半数以上が処理を行っていない品目は27品目に及んでいる（評価書P54～56）

○ こうした品目について、市区町村では、専門の民間処理事業者等に引取りを依頼するよう住民に対し周知・指導を行っているも

のの、その最終的な処理の実態については十分に把握されていない

⑤ 環境負荷の大きい一般廃棄物の適正処理システムの確立

現 状

(注) 廃棄物処理法に基づき、市町村の一般廃棄物の処理に関する設備及び技術に照らし、その適正な処理が全国各地で困難となっていると認めら

れるものとして環境大臣が指定するもの。市町村は、製造、加工、販売等を行う事業者に対し、必要な協力を求めることができる。現在、指定

されている適正処理困難物は、廃ゴムタイヤ、廃テレビ受像機、廃電気冷蔵庫及び廃スプリングマットレスの４品目

‹市区町村により収集が行われていない割合が高い一般廃棄物の例（平成18年当省調査）›

○ 関係府省は、市町村において処理が行われていない、環境負荷の大きい一般廃棄物の品目について、その処理の実態を把握すると

ともに、これを踏まえ、適正処理困難物（注）の品目を拡充すること等により、市町村と関連事業者等の連携の下に適正な処理シス

テムを早急に確立すること

当省の意見

調査対象：565市区町村

‹市区町村により収集が行われていない割合の

階層ごとの品目数（平成18年当省調査）›

調査対象：565市区町村、117品目

５０％以上 27

３０％～５０％ 17

１０％～３０％ 27

１０％未満 46

収集を行っていない
市町村の割合

品目数
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○ 特定家庭用機器廃棄物（家電リサイクル法の法定４品目）の再商品化等料金は、製造業者により再商品化の取組に差異がみられるに

もかかわらず、各大手製造業者において同額に設定（評価書P127～129）（原価を上回らない、適正な排出を妨げない旨法律上規定）

⑥ 特定家庭用機器廃棄物の再商品化等料金の適切性・透明性の確保

‹製造業者のグループ別の特定家庭用機器廃棄物の再商品化率

（平成17年度）（当省推計）›

円2,520洗濯機

円4,830冷蔵庫・冷凍庫

円2,835ブラウン管テレビ

円3,150エアコン

再商品化等料金区 分

‹特定家庭用機器廃棄物の再商品化等料金

（平成19年４月）（大手製造業者の例）›

現 状

○ 関係府省は、各製品の再商品化費用の内訳など、再商品化等料金の設定根拠に関する情報の公開を義務付けること等により、適正

な原価が再商品化等料金に反映される仕組みを確保すること

当省の意見

⑦ ペットボトル由来くずの国外流出への対応

○ アジア諸国の急速な経済成長による資源需要の増大を背景に、循環資源、特にペットボトル由来くずの国外流出が増加（当省推

計）（P112～114）

○ 国内のリサイクル体制への悪影響が懸念されているが、国外流出の現況に関する定量的なデータは十分ではない

○ 関係府省は、循環資源の国外流出の実態を把握するとともに、これを踏まえ、我が国における再生利用の安定的な実施を確保する

ために必要な取組を行うこと

当省の意見

現 状

(注) 製造業者は、ＡとＢの２グルー

プに集約し全国で家電リサイクル

システムを運営している。



８

○ ３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）に関して、現況に関する定量的なデータが十分ではなく、３Ｒを促進するための政策

手段や３Ｒに関する目標が確立されていない分野がみられる（評価書P273～275）

⑧ ３Ｒに関する実態の把握と取組目標の設定・見直し

○ 関係府省は、３Ｒに関する実態を対象分野別に把握し、これを踏まえ、具体的な取組方針及び定量的な目標等を設定することに

より、３Ｒを促進すること

○ 関係府省は、循環資源の再生利用に関する現行の目標が既に達成されているにもかかわらず、その後の見直しが行われていない分

野等については、再生利用の進展状況を踏まえ、目標の水準、指標の設定の在り方などについて必要な見直しを行うこと

現 状

当省の意見

○ 関係府省は、取組が進展していない地方公共団体に対し、環境物品等の調達方針の作成などの取組を促進・支援するために必要な

措置を講ずること

⑨ 環境物品等の調達の一層の推進

○ 国等の機関の取組については、平成17年度の特定調達品目（国等が重点的に調達を推進すべき環境物品等の種類）146品目のうち、

環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成13年環境省告示）に定める一定の基準を満たす物品等の調達率が95％以上の品目は

135品目であり、特定調達品目全体の９割に達している（P179～181）

○ 地方公共団体の取組については、環境物品等の調達方針の作成、調達の目標値の設定などの取組は、規模が小さい団体ほど低調

（P186～188）

現 状

当省の意見
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  0

市町村のごみ処理事業に関する費用分析

全国の市区町村等が一般廃棄物の処理に要した経費は２兆2,243億円（平成17年度）。このうち、ごみ処理事業経費における処理及び維持管理費は

増加又は横ばいの状況にあり、ごみ処理事業の効率化を推進することが重要な課題

市町村のごみ処理事業を対象に、平成14年度から16年度までのごみ処理事業の経費及びその内訳を調査し、ごみ処理量１ｔ当たりごみ処理費用及び

資源化量１ｔ当たり資源化費用を分析

９

① ‹市町村の１ｔ当たりごみ処理費用の分布（平成16年度）›

調査対象：100市町村

５万人以上10万人未満の市町村の

１ｔ当たり資源化費用が最も高い

（最も低い30万人以上50万人未満

の市町村との格差は4.0倍）

（P209～210）

② ‹市町村の１ｔ当たりごみ処理費用(平成14～16年度平均）（人口規模別）›

④ ‹市町村の１ｔ当たり資源化費用(平成14年～16年度平均)（人口規模別）›

全体の６割強の市町村が２万円以上

４万円未満の範囲にある

（評価書P200～202）

調査対象：136市町村

③ ‹市町村の１ｔ当たりごみ処理費用（平成16年度）

（一部事務組合の設立の有無の別）›

一部事務組合を設立してごみ処理事業を実施して

いる市町村の方が、設立していない市町村よりも

１ｔ当たりごみ処理費用が低い（３万人以上５万

人未満の規模の市町村の場合、2.2倍の格差）

（P206～207）

10万人以上30万人未満の市町村の１ｔ当たり

ごみ処理費用が最も低く、それより人口規模

が小さくなるに従い、また逆に大きくなるに

従い上昇（P204～205）

調査対象：100市町村

調査対象：92市町村
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政策評価の結果概要

関係項目

 

意  見 

第３ １⑵ 

天然資源の

消費抑制 

第３ １⑶ 

環境負荷の

低減 

第３ ２⑴ 

循環基本法

第３ ２⑵ 

廃棄物処理

法 

第３ ２⑶ 

資源有効利

用促進法 

第３ ２⑷ 

容器包装リ

サイクル法

第３ ２⑸ 

家電リサイ

クル法 

第３ ２⑹ 

食品リサイ

クル法 

第３ ２⑺ 

建設リサイ

クル法 

第３ ２⑻ 

自動車リサ

イクル法 

第３ ２⑼ 

グリーン購

入法 

① 化石燃料系資源及び金属系資源の投入

量に係る指標等の検討と循環基本計画の

見直し 

○           

② 廃棄物の処理に起因する温室効果ガス

の排出量に係る指標等の検討と循環基本

計画の見直し 

 ○          

③ 一般廃棄物の発生抑制に係る有効な取

組事例の収集・分析、情報提供及び普及・

啓発の推進 

  ○ ○  ○      

④ 関係法令の枠組みの活用等による循環

資源の効率的な分別収集・再生利用の確保
   ○ ○ ○ ○     

⑤ 市町村と関連事業者等との連携の下に、

環境負荷の大きい一般廃棄物の適正な処

理システムの確立 

   ○        

⑥ 特定家庭用機器廃棄物の再商品化等料

金の設定根拠に関する情報公開の義務付

け等による適切性・透明性の確保 

      ○     

⑦ 循環資源の国外流出の実態の把握と我

が国における再生利用の安定的な実施の

確保 

     ○      

⑧ ３Ｒに関する実態の把握と取組目標の

設定・見直し 
  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

⑨ 環境物品等の調達の取組が進展してい

ない地方公共団体に対する支援 
          ○ 
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